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Ⅰ	

　ここでいうブランド・リレーションシップ論というのは、ブラン
ドについて、ブランド商品提供者である生産者（販売者等も含
む、以下同様）と、その受け手である消費者との間を、１つの
関係・リレーションシップとみて、ブランドの機能の（少なくとも）
１つがこうした関係を育成し強化するところにあるとみるもの
である。
　ブランド（理論）には多様な側面や領域がある。それには
どのようなものがあるかについて、ヅ・シャーナトニ（
	）／リレ （ー	
	）は、１９９８年の論考（１９２５）で
１２の事項を挙げているが（本稿執筆者の見解では少なくともさらに
２事項追加すべきで計１４事項、詳しくは参照文献さらに２９
６４）、そのなかに「リレーションシップとしてのブランド」（
	
	）も１つの事項として挙げられている。
「リレーションシップとしてのブランド」、より正確には「消費
者ブランド・リレーションシップ」（	
		）論
は、ブランド理論の有力な構成分野になるものと思われるが、
しかし反対意見がないものではない。こうしたブランド・リ
レーションシップ論は、要するに、ブランディングについて利
己中心的立場をとるもの（	）で、社会意識的な観点
が希薄であり、その研究は単なる比喩的論議（	
	
	）の域を出るものではないという批判である（１９）。
　また、ケラ （ー）は２０１０年の論考で、近年、消費
者の力が強くなり、ブランド関係でも地位が強くなっているこ
とは、確かに認められるが、それはまだ少数の場合に留まっ
ており、全般的にいえば、消費者は多くが商品・ブランドの選
択でガイドやサポ トーを必要とするものたちであるから、（リ
レーションシップ・マーケティングという考えではなく）“参加的マーケ
ティング”（	
	）、従って“参加的ブランド関
係”とよぶべきものが必要であると述べている（）。
　少なくとも、消費者とブランドとの関係は、いうまでもなく、
多様で、ある特定ブランド商品を継続して購入する場合で
も、“ブランド愛”的なものがあって、意識的にそうする場合も
あれば、単に習慣的にそうするだけの場合や、経済的損得
を考慮してそうする場合、あるいは、たまたまそうしただけの
場合もある（）。こうしたことは、確かにブランド・リレー
ションシップ論では意識的に前提にされてきたことではある
が、ブランド・リレーションシップでとられてきた考え方や問題
処理の仕方が妥当なものであったかという問題はある。
そうしたなか、ブランド・リレーションシップの問題は、２００９
年、シュルツ（	
）らによって改めてとりあげられ（参照
文献）、後述のように、「（生産者と消費者との）ブランド均衡論」と
いっていい形で提起されている。シュルツらのこの所論は、
現代の注目すべきブランド理論の１つであると考えられる
が、ブランド・リレーションシップという観点からブランドについ
ての研究に先鞭をつけたものとしては、何よりもまず、１９９８年
のフールニール（	
）の論考（参照文献）が挙げられる
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（）。しかもフールニールは、その後２００４年にアー
カ （ー	
	）およびブラゼル（	

）とともに、それをさ
らに発展させた所説を発表している（参照文献）。
　本稿は、フールニールらを中心にしたこれらの所論の考察
を行って、２００９年のシュルツらの見解をレビュ しー、ブラン
ド・リレーションシップ論の展開過程を考察することを課題とす
るが、ブランド・リレーションシップ論が今日どのような意義を
もちうるものかについて考察する一助になることを願うもので
ある。
　なお、参照文献は末尾に一括して記載し、典拠個所は文
献番号により本文中に記載した。
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　ここでとりあげるのは、１９９８年のフールニールの所説であ
る。それは、現在におけるブランド理論を、リレーションシッ
プの考え方に基づいて本格的に展開した初の試みとみられ
るものである。それによると、ブランド・リレーションシップ論に
は、２つの理論的系譜がある。
　１つは、リレーションシップ・マーケティング論に代表される
ところの、リレーションシップ論である。これは、もともとわが
国の長期継続的取引慣行に端を発するものであるが、リレー
ションシップ・マーケティングとして定着したのは概ね１９９０年
代である（１６）。しかし、フールニールに至るまで、それを
ブランド理論に適用することはほとんどなされてこなかった。
ちなみに、ツ リーズム論におけるリレーションシップ・マーケ
ティング論についてみると、すでに１９９６年、パルマー（
）らは、リレーションシップ・マーケティングの１つの典
型例として航空会社のマイレージサービスなどを挙げ、そう
したリレーションシップ方策ならば、少なくともツーリズム業で
は、古くから行われてきたものであることを指摘する一方、近
年のそれは、根本的な経営哲学もなしに、あるいはそれとは
無関係のところで、単なる顧客の再購買行為促進策として推
進されており、とにかく再購買客を増やせばいいという、短期
的一時的な方策に終わっているものばかりであると批判して
いる（３２６３２８）。
　今１つの系譜は、ブランド・ロイヤルティ（忠誠心）論で、消
費者のブランド関係は、当該ブランド商品に対する再購買な
どの形におけるロイヤルティ的行為として結実するところに意
義があるとするものである。
　しかしフールニールによると、ロイヤルティ的行為自体は、
ブランド・リレーションシップ上重要な概念ではあるが、ロイヤ
ルティ論では、ロイヤルティの測定方法が未熟であったりする
一方、ブランド・リレーションシップではロイヤルティ以外にも
重要要因があることなどについて認識が不充分であったりし
て、本格的なブランド・リレーションシップ論の形成には至らな
かったものである（ブランド・ロイヤルティ論について詳しくは参照文
献をみられたい）。
　ちなみに、２００８年にも、イー スト（）らは、リレーション
シップ・マーケティング等では「長期の顧客は良い顧客」とい
うことが無批判的に前提とされているが、それは理論的に支
持されうるものかどうか疑問であり、リレーションシップ・マー
ケティング論をも含めて、ロイヤルティ概念について再検討が
必要であると主張している。リレーションシップは長さではな
く、その内容が問題であるというのである（１４０）。
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　フールニールは、ブランド・リレーションシップについて根本
から考究し、その理論を構築することが必要と主張して、リ
レーションシップとは何かについて考察することから始めてい
る。まず、これまでのリレーションシップ論の研究実績等に基
づいて、ブランド・リレーションシップ論で基本的原理となる、
単なるリレーションとは異なるリレーションシップの特性には、
次の４者があるとする。
　第１の特性は、ブランド・リレーションシップでは、ブランド
（商品）の送り手（生産者で代表、以下同様）と受け手（消費者）と
の間における関係をリレーションシップ・パ トーナー関係（
	
）とみるものであるということである。この点につ
いて旧来では、受け手である消費者は、生産者による顧客
操縦の対象として、受動的な存在としてのみ考えられること
が多かったが、考え方を変え、生産者と消費者との間には双
方向的リレーションシップの関係があって、消費者は、あくま
でも双方向的リレーションシップにおける一方の積極的能動
的メンバーであることが強調されるのである。
　このことによってブランド関係は、人間と人間との関係を表
すものとなって、生気あるものとなり、人間的なものとなる。ブ
ランドにおいても人間化（	
）が可能になる。ブランド
には、人間パーソナリティ同様のブランド・パーソナリティがあ
ることは、ブランド理論上の定説であるが、フールニールによ
ると、それは、ブランド関係、従って取引関係の双方向性、リ
レーションシップ性によって可能になる。フールニールは言う。
「消費者においては、もともと生気のないブランド対象物（商
品）に対して、パーソナリティ的性質を認めることはなんのた
めらいもないことである」（３５８）。生産者と消費者との関係
は、１種の生気あるもの（）となるが、そのことがブラ
ンド関係を生気あるものとする。
　ブランド・リレーションシップの第２の特性は、それが人間
生活の日常的場面（	
）において実効性をもつも
のであることである。このことをフールニールは、「リレーショ
ンシップとは、目的志向的な（	）ものであり、人間生活
に意味（）を付け加え、かつそれを形作るものである
ことをいう」（３６０）と説明しているが、まずブランドは、意味を
もつものであることが強調される。
 	
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　ブランドにおいて意味が強調されることは、ケラー理論な
どにおいても同様であるが、これをフールニールは、「心理学
的―社会学的―文化的状況のもとでブランドが持つ意味」
（３６０）と規定し、その源泉には３つのものがあるという。心
理学的源泉、社会文化的源泉、リレーションシップ的源泉で
ある。ただし、これらは、ブランドに関係する人 に々とってブ
ランド関係の状況（）において機能するものである。
　心理学的源泉は、個々の人間においておきる個人心理的
な意味の違いである。社会文化的源泉は年齢別、性別、社
会集団別などにより生まれる意味の違いである。リレーション
シップ的源泉は、人間同士の関係のいかんに基づく意味の
違いで、例えばショッピングなどにおいて、他人の購買行為
により影響を受けるようなことなどをいう。
　ブランド・リレーションシップの第３の特性は、それが多様
な要因の複合的現象（	
）のなかで行われる
ものであることである。例えば、ブランドの意味の３つの源
泉にしても、個々別 で々作用するものではなく、全体として１
つの場で作用する。これらの作用要因を別 に々区切ること
は、測定上では必要なことであるが、それらは本来一体のも
のである。
　ブランド・リレーションシップの第４の特性は、それが動的
なダイナミック性をもつことで、リレーションシップは恒常状態
にあるのではなく、不断に変化・進展する状況にあることをい
う。この動的な過程は、例えばライフサイクル的なものと考え
られ、始まり（）成長（）存続（）
劣化（	）消滅（	）と推移するという論
者が多い。フールニールは２００９年論考（１８）では、それ
には種 な々形があるが、大筋では探査（	
）拡大
（	）コミットメント（：契約以上のコミットメント
（	

	））離反（	
：契 約 漂 流（
）：日和見的契約行為（	


）契約不秩序
（	
	））の形で推移するものとしてまとめられると
している。（以上の４特性については本稿末尾注参照）
　以上は、ブランド・リレーションシップの一般原理というべき
ものであるが、実際にはどのようなものとなっているか。これ
を確かめるためにフールニールは、まず、３人の女性につい
てブランド商品購買の実態を調査し、ブランド・リレーション
シップの個別的実証的分析を行っている。
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　この個別的実証的研究で対象になったのは次の３人の女
性である。［］夫婦同居の５９歳の飲食店勤務女性。［］離婚
後間もない者で子供２名をもつ就業中の３９歳の女性。［］
大学院在学中の２３歳の女性。調査はインタビュー形式で行
われ、約３か月にわたり数回に分けて行われた。時間は各
人につき延べ１２１５時間であった。３人に対してはそれぞ
れ約１００ドル相当の礼品が贈られている。
　調査の結果、興味深いことには、３人の女性ではブラン
ド・リレーションシップが異なっていたことである。［］は食料
品などの日常用品をはじめとする物品購入にあたり、それぞ
れの商品について特定ブランド品購入を旨とし、それを長年
にわたってほとんど変えることをしていなかった。彼女は約
４０のブランド名を挙げ、他のブランド品は買わないことを信
条としていた。「特定ブランドを好きになってしまったこと」（
	
	）が２０年ほど続き、それが彼女の他
人に誇れることともなっていた。特定ブランド・コミット型という
べきものである。
　ブランド・リレーションシップについてこれと対極的な考えを
もっていたのが、［］であった。［］は特定ブランドに執着す
ることがなく、品質的に優れたもの、あるいはその時 に々気に
入ったものを購入するようにしていた。ある特定ブランド品し
か買わないということは全くない。特定ブランドに対する忠誠
心というものがない。とにかく気に入ったものを買うというもの
で、ブランド無頓着主義といっていいタイプである。
　［］と［］の中間が［］で、少数の物品については特定
ブランド品の購入にこだわるが、［］ほど多くのものについて
特定ブランド執着主義はとらない。限定されたブランド・コ
ミット型である。
　以上の調査において、消費者のブランド・リレーションシッ
プには、基本的タイプとしてとにかく「特定ブランド執着主
義」「限定された特定ブランド執着主義」「特定ブランド無頓
着主義」があることが明らかになっている。このことは常識的
に考えても首肯する人が多いであろうが、これを明確な形で
実証的に提示したフールニールの功績は、認められねばなら
ないであろう。ただし、これらの３つのタイプがどのような種
別の人に多く持たれているものかについては、さらなる研究
が必要とされるであろう。
　ところで、フールニールは、以上の３つのタイプを個別
ケース的に明らかにしたうえで、さらに一般的な分析（
	
）を行っている。フールニールのブランド・リレー
ションシップ論の本来の核心は、もとよりここにある。この点に
ついて、フールニールは、個別ケース的に明らかになったブ
ランド・リレーションシップのうちで、特別に強力な関係を築き
上げる元となっている３５の例を取り出し、これらの３５例の分
析から、強力なブランド関係を作り上げる要因には、結局、次
の６つの原則があるものと結論づけている（３９６３９９）。な
お、これらの６原則は２００９年論考でも踏襲されている
（１０）。
　愛情と熱情（	
）：強いブランド・リレーション
シップの核心は要するに愛情であり熱情であることをいうも
のである。フールニールは次のように言っている。「調査に
よると、ブランド・リレーションシップに継続と深化をもたらす
ものは、何よりも愛情である。それは、単なるブランド好み
（）といった程度のものによってもたらされるよりも、
 
	
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はるかに大きなブランド・リレーションシップ強化の要因で
ある」（３９６）。ただし、ここで愛情というのは広い意味のも
ので、好き、好意、暖かさ、心酔、絶対的信頼なども含む
ものである。
　自己との結び付き感（		
	）：そのブランドと自
分とには結び付きがあるという感情である。過去にそうで
あっただけではなく、現在でも将来でもそうであろうという
感情をいうが、調査によると、逆境の場合でもそうした感情
のあることが肝要とされている。
　相互依存性（	）：ブランドと自分とが相互依
存関係にあるという感情である。消費者側でいうと、具体
的には、当該ブランド商品に対する忠誠心的行動の強さな
どを指すが、次のコミット性と区別していえば、忠誠心でも
低度のものである。
　コミットメント性（）：相互依存性が低度忠誠心
的レベルのものであるのに対し、これは高度忠誠心的レベ
ルのもので、例えば、価格が多少高くてもそのブランド商
品を購入したりするものである。前述の個別的調査で
「そのブランドは私のバックボ ンーみたいなものだ」（３９８）
と表現した者がいた例にみられるものである。
　親密性（）：あるブランド商品に自分だけの愛称
をつけたりしているような状況をいうもので、ブランド・リ
レーションシップの安定性を示している。
　ブランド・パ トーナーの質の良さ（	
	）：消
費者側からいうと、ブランド商品送り手側、すなわち生産者
側の対応の良さである。例えば、消費者の求めているも
のに対する対応や説明（	
	）に良さがあることで
ある。
　以上は、より良く、かつより強いブランド・リレーションシップ
を形成するための原則であるが、反対に、ブランド・リレー
ションシップを劣化させる要因もある。そうした要因には、
フールニールによると２者がある。エントロピー作用とストレ
ス作用とである。
　エントロピー作用は、当該ブランド・リレーションシップ自体
に、例えば時間的経過とともに飽きがくることなどによる比較
的自然的な劣化作用で、ブランド・ライフサイクル作用といわ
れたりするものである。
　ストレス作用は、なんらかの特定要因によって劣化作用が
おきるもので、それには環境の変化によりおきるもの（
	
）、パ トーナーのいずれかの側の事情変更
等により起きるもの（	
）、ブランド関係そのもの
に不備があったりしたため生じるもの（	

）に大別
される（３９５）。
　このうえにたってフールニールは、以上のようなブランド・リ
レーションシップ論は次の諸点を特徴とするものであることを
強調して、結びの言葉としている。
　第１に、この理論はブランドが日常生活において重要な意
味をもつことに立脚したものであること。
　第２に、その場合、ブランド・リレーションシップは日常生
活の全体に埋め込まれたものであるという事実にたつもので
あること。
　第３に、この理論は旧来のような生産者側の意向と消費者
側の意向との合同（実際には前者による後者の支配）ではなく、両
者の両立性を追求するものであること。
　第４に、ブランド同士、あるいはブランド全体という場合、
１つの業種や業界内のそれをいうのではなく、文字通り、あ
らゆる商品のあらゆるブランドを念頭においていること。これ
は「消費者においては、結局、ブランドを選ぶことが問題で
はなく、生活を選ぶことが問題である」という視点に基づくもの
である。
　第５に、それ故、ブランド・リレーションシップで問題になる
ものは、一部論者がいうように、生産者側でブランドに託した
ものなどではなくて、あくまでも消費者においてそのブランド
によって生活上でどのような意味を付け加えることができるか
というところにある。
　このうえで、フールニールは、現代のブランド問題、ブラン
ド・リレーションシップ問題における女性の役割、女性的視点
の重要性について論究し、少なくとも現在の消費生活におけ
る女性の地位を考えると、「ブランド（商品）を扱う通常領域で
は、社会変化の鍵を握るものは女性であることに注意すべき
である」（４０１）と主張している。これは、前記の個別的調査
で女性のみが対象とされたゆえんであるが、聞くべきところが
大きい。
　ともあれ、以上のフールニールの所論は、一言でいえば、
ブランド・リレーションシップの総論的展開を試みたものであ
る。ここでは、ブランド・リレーションシップは基本的には１つ
の類型しかないことが前提になっている。前記の個別的調
査研究で論議になった３人の女性のブランド・リレーション
シップ上の違いは、１つの類型のもとでの相違である。
　しかし、フールニールはこのうえにたって、２００４年、
アーカーおよびブラゼルとともに、ブランド・リレーションシップ
には性格も力（	

	）のあり方も異なる２つの類
型があるという所論を発表している（参照文献）。ブランド・リ
レーションシップ論の各論的展開の１つの形である。次に、
それをレビューする。
Ⅲ	
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　アーカー／フールニール／ブラゼル（以下アーカ らー
という）の問題意識は、ブランド・リレーションシップは一様なも
のではなく、ブランドの持つパーソナリティのいかんなどに
よって異なるものとなる。しかもそのなかには、例えばブラン
ド商品において不都合なこと（	
）がおき、その回復
 	
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
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措置がとられた場合、それによってブランド関係が回復し、
以前のようなものになる力があるものもあれば、そうした力は
ないものもある。その違いは一体どのようなものかを、さしあ
たり実験的に明らかにするところにある。
　アーカ らーは、マーケティング分野を中心にこれまでに
リレーションシップ・パラダイム（	
）といって
いいものが形成されつつあるが、しかし、ブランド理論分野
では、ブランド・リレーションシップがどのように形成され、発
展・展開されてゆくものかという観点から、これを論究した試
みはほとんどない。これは、ブランド・リレーションシップが一
面的にしか考察されてこなかったためであり、それを克服す
ることが当面の課題であると主張する。
　このことが可能であるためには、ブランド・リレーションシッ
プは１つの類型のものと考えるのではなく、いくつかの類型
から成る多様なものと考えることが必要であり、そうした多様
化はそれぞれのブランド・リレーションシップには個別性があ
るものと考えることを必要とする。こうしたブランド・リレーショ
ンシップの個別性は、それぞれのブランド・リレーションシップ
には個性・パーソナリティがあると考えることであり、それに
よってブランド・リレーションシップの多様性、複数類型性は道
が開ける。
　では、ブランド・リレーションシップにおけるパーソナリティ、
つまりそれぞれのブランド・リレーションシップ・パーソナリティ
はどのようにして生まれるのか。それは、それぞれのリレー
ションシップのなかでパ トーナーが行動する仕方の違いなど
から生まれるもの（	
）であり、それによっ
て当該リレーションシップの強さ・力も決まる。ブランドの強さ
は、要するに、ブランド・リレーションシップ力の違いにより決ま
るものである。
　以上が、アーカ らーの基本的な考え方であり、彼女ら
の試みは、ブランド分野においてリレーションシップ・パーソナ
リティの違いによっておきるリレーションシップ（力）にはどのよ
うなものがあるかを明らかにしようとするものであった。
　そこで、アーカ らーは、まず、これまでのマーケティング
活動分野などから２つのブランド・パーソナリティを代表的な
ものとして選び、そのリレーションシップ力の違いを明らかに
しようとする。２つのブランド・パーソナリティとは真面目志向
的ブランド（	
）と、活気（ある内容）志向的ブランド
（	
）とである。
　真面目志向的ブランドとは、例えば、消費者に話しかける
言葉は「ハロー」で始めるなど敬語的にし、コマーシャルでも
そうした雰囲気が出るよう心がけるものである。アーカー
らの記述によれば、これはアメリカではホールマークやフォー
ドのような古典的なブランド（	
）に多くみられるもの
で、暖かさ、思いやり、愛情、こまやかさなど家庭志向的なも
のである。これによりブランド相手からの信頼感（	

）を得て、ブランド商品が頼りがいのあるものであること
（	
）を印象づけるようにするものである。
　これに対して活気志向的ブランドは、話し言葉では「ハ
ロー」ではなくて、「ヘイ」（）で始めるなど親しい友人同士
的な語調とし、コマーシャルでもそうした雰囲気が出るよう心
がけるものである。アーカ らーによれば、アメリカではヤ
フーやヴァージンなどに典型的にみられるもので、新しい世
代、つまり若者をターゲットとしたスタイルをとり、伝統的なも
のとは文化上で違いがあることを印象づけようとするものであ
る。
　実は、こうした活気志向的方法に対しては、識者のなかに
は、短期的には有効なものであろうが、長期的なパ トー－ナー
関係育成という観点からは望ましいとはいえないという批判が
あるものであるが、以下で述べるアーカ らーの実験調査
では、こうした批判は当たらないという結果が出ていることが
焦点になるものである。
　その実験調査は、上記２つのブランド・パーソナリティの違
いに基づくブランド・リレーションシップについて、当該ブラン
ド商品に不都合がおき、その回復措置がとられたとき、それ
ぞれのリレーションシップはどのような影響をうけるのか、特に
ブランドへの信頼回復力はどのようになるかを明らかにしよう
とするものであった。そこで、まず、これまでの通説的見解
に基づき、次の４つの仮説が設けられ、それらが実験調査
でいかに実証されたかの所作が行われた。
　仮説１：「不都合のない条件のもとでは、真面目志向的ブ
ランドの方が、活気志向的ブランドよりも、より強
いリレーションシップを形成する」。
　仮説２：「不都合がおきた場合には、そうでない場合とくら
べて、真面目志向的ブランドのリレーションシップ
力は弱くなるであろう。ただし、このことは活気
志向的ブランドにはあてはまらないであろう」。
　仮説２：「不都合がおきた場合には、そうでない場合とくら
べて、活気志向的ブランドのリレーションシップ力
は弱くなるであろう。ただし、このことは真面目
志向的ブランドにはあてはまらないであろう」。
　仮説３：「ブランド・パーソナリティと不都合なこととは、リ
レーションシップ力に対して相互作用的な影響を
与えるが、その影響は、知覚されたパ トーナーの
質の良さによって修正をうける」。

　これらの仮説を検証する実験は、２０００年春に、新しいフィ
ルム・プロセシング企業が設立され、そのブランド広報をどの
ようにしたらいいかについて案を募るという名目で集められた
者を対象にして行われた。最終的参加者は４８名で、平均年
齢は２１０９歳、うち女性は６５％であった。実験は約２か月
続き、その間は３つの時期に大別され、それがさらに１２の場
面に細別されるものであった。具体的な実験内容は、イン
 
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 
ターネット上で実験者から送られる広報案等に対し被験者は
コメントをする作業などを行うもので、報酬として２０ドルと若
干の礼品および賞金付きコンテスト応募資格が与えられるも
のであった。
　被験者は、まず、真面目志向的ブランド対象グループと活
気志向的ブランド対象グループとにアット・ランダムに分けら
れ、それぞれに照応した別々の実験用ブランド広報案が送
付された。被験者はそれを見て、それに対する反応・態度を
インターネット上の操作で実験者に送付するものであった。
　実験開始後４５日目の第８場面において、真面目志向的
タイプのものについても活気志向的タイプのものについても、
それぞれの一部の者に対して、当該ブランド商品に不都合
がおきたことが伝達された。不都合があったとされたものと、
不都合はなく順調に続行中のものとに分けられたのである。
その場合不都合がおきたという伝達は、真面目志向的タイプ
のものではそれ相当の敬語を使い丁寧なものであったが、活
気志向的タイプのものでは事務的連絡といった程度のもので
あった。
　その２日後の４７日目（第９場面）には、最高賞金２５０ド
ル、投稿のみで謝金５０ドルのコンテスト実施が伝達された。
そのうえでその翌日の４８日目（第１０場面）には不都合が解
消され回復措置のとられたことが伝達された。真面目志向
的タイプでは従来同様の仕方で謝罪の辞も丁寧に述べるも
のであったが、活気志向的タイプでは謝罪も事務的語調を
出るものではなかった。
　その６日後の５４日目（第１１場面）には、全員にアンケ トー
（第３回目アンケ トー）が発信された。それは、不都合があった
とした者については、こうした《不都合生起―その回復措
置》に対するコメント、およびこれにより当該ブランドに対する
態度、すなわち当該ブランド・リレーションシップに対して考え
に変化がおきたかどうかを中心にするものであった。実は、
それ以前、実験開始後の２２日目と４７日目にも被験者はそ
れぞれアンケ トー（第１回目と第２回目アンケ トー）を求められて
おり、その際みられた被験者それぞれの考えが第３回目ア
ンケ トーの結果とくらべられ、当該ブランドに対する態度の変
化の状況が検証された。
　その際の検証の基準は、当該ブランドに対するコミットメ
ントの変化の程度、当該ブランドに対する親密さの変化の
程度、こうしたブランドに対する満足感の変化の程度、
当該ブランドと自分との繋がりの感情の変化の程度、であっ
たが、これらについて被験者にみられた反応の違いを総合し
て、前記４つの仮説に対する結論がまとめられた。
　仮説に対する実証的結果は、次のようなものであった。仮
説１の「不都合のない条件のもとでは、真面目志向的ブラ
ンドの方が、活気志向的ブランドよりも、より強いリレーション
シップを形成する」は、この実験のすべての過程で実証され
た。しかし、仮説２と２とでは事情が異なっていた。仮
説２の主題の「不都合がおきた場合には、そうでない場合
とくらべて、真面目志向的ブランドのリレーションシップ力は弱
くなるであろう」は実証されたが、仮説２の主題の「不都合
がおきた場合には、そうでない場合とくらべて、活気志向的
ブランドのリレーションシップ力は弱くなるであろう」は実証さ
れなかった。
　この点を補足して付言すると、例えば、これら仮説の検証
基準のうち、「ブランドと自分との繋がり」、つまり「ブランドと
自己の結びつきの感情」でみると、≪不都合生起→回復措
置実施≫の情報入手後でも、活気志向的ブランド被験者で
はブランド支持割合は特に変化していなかった。一部の者
ではそれが上昇さえしている。これに対して、真面目志向的
タイプではこうしたことがなかった。ブランド支持割合は一様
に低下している。つまり、真面目志向的タイプではブランド
支持が一様に低下しているところにおいて、活気志向的タイ
プではそれが低下しなかったり、上昇さえしている。
　このことは、さしあたり、ブランド・リレーションシップにはタ
イプの違いがあることを明らかにしている。その違いは、この
実験では次の点に現われていた。真面目志向的ブランドで
は、当該ブランド商品に不都合があると、その回復措置がと
られても、ブランドに対する不信感が残り、ブランド・リレー
ションシップは弱くなる傾向がある。これに対して、活気志向
的ブランドの場合は、不都合があっても、回復措置のいかん
によっては、直ちにそのようなブランド・リレーションシップ弱化
の傾向が生まれることはない。
　この点について、アーカ らーは次のように述べている。
「活気志向的ブランドの場合には、不都合があっても適切な
回復措置があれば、顧客（この場合正確にはこの実験の被験者）
は、ブランド関係に新しい意味や優位性を認め、そうでなけ
ればおきるであろうブランド・リレーションシップ関係薄弱化に
逆行して、ブランド・リレーションシップを強化する動きをする
ことがあるものである」（４３０）。少なくともこの実験は、ブラン
ド・リレーションシップにはこのような種別があることを実証し
たのである。
　仮説３は、ブランド・パーソナリティがどのようなタイプのも
のであるかということと、不都合なことがおきたときにおこる反
応とは相互に影響し合うもので、その相互影響の統合的結果
が、ブランド・リレーションシップにおけるパ トーナーの質のレ
ベルの変化をもたらし、このレベルの質の変化がブランド・リ
レーションシップに力の違いをもたらすことをいうものである
が、パ トーナーの質のレベルのいかんによって、例えば、不
都合がおきたときの判断が異なることなどがあったから、この
仮説も実証されたものとなる。
　アーカ らーの以上の所説は、何よりもまず、ブランド・リ
レーションシップは決して一様なものではないことを実証的に
明らかにした点で注目されるべき試みであるが、ブランド・リ
レーションシップ論の具体的な理論内容としては、次の点が
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明らかにされていることが注目される。すなわち、真面目志
向的ブランドは古典的なもので、多くの場合オーソドックスな
ブランド・リレーションシップに志向したものであるが、これら
は、企業経営が順調に進んでいる場合は良いが、何か不都
合が起きたような場合には、容易に弱さを露呈する性格のも
のである。この点は、換言すれば、こうした性格のブランド・
リレーションシップにある顧客は、そのブランドについて信じ
ていることに反するような不都合は、これを容認できない性格
の者たちであることを意味する。かれらは、順調な場合に
は、強力なパ トーナーであるが、不都合なことは、これを許さ
ないパ トーナーでもある。
　これに対して、ここで活気志向的ブランドとしたような場合
には、その顧客たちは、不都合なことがおきた場合でも、ブラ
ンドに対する態度はそれほど厳しいものではなく、弾力的な
考えをする者たちであった。
　もっとも、信頼もしくは信用関係は、ルソ （ー	
）によ
れば、明確なギブ・アンド・テイクとしてとらえる計算的な信頼
（	
）と、情緒的感情的な信頼（	
）に分
けて考えられるが（	
	４３４）、このような場合、そのい
ずれをとるかによって、ブランド・リレーションシップも相当異
なったものとなる。ごく一般的にいえば、真面目志向的ブラ
ンド・リレーションシップは計算的な信頼、活気志向的ブラン
ド・リレーションシップは情緒的な信頼に依拠したものといえる
であろう。
　本項でとりあげたアーカーらのブランド・リレーション
シップにはいくつかのタイプがあり、一様に論じることはできな
いとする所論は、前項のフールニールのブランド・リレーション
シップは基本的には１類型という主張にくらべれば、ブラン
ド・リレーションシップ論としては大きな進展である。これは、
ブランド商品提供者側と消費者側との相互依存性を前提にし
ている点でも、それまでのブランド商品提供者側による消費
者の一方的操縦論とくらべると、質的に一段と高次のもので
ある。これらのうえにたって、２００９年、新しいブランド・リレー
ションシップの構築が必要、あるいは構築されつつあるという
主張が、シュルツらによって提起されている（参照文献）。そ
の新しさは、何よりも、近年では情報技術の格段の進歩により
消費者側で市場をコントロールできるような状況が生まれつ
つあることを前提にしているところにある。
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　シュルツらは、その著の序文で、これまでの消費者に対す
るコミュニケーションは、ブランド上のそれや、マーケティング
上のそれをも含めて、すべてが生産者側から消費者側に働
きかけるアウトバンド・コミュニケーションであったが、今や、
「消費者．顧客は市場をコントロールできるようになってい
る」。技術進歩によってそうすることができるようになったから
である。「今日、市場コミュニケーションの主宰者たるものは、
消費者であって、販売者（）でも、メディアでも、まし
てやイベント事業者などではない」（）と述べている。
　ここで「メディアでもない」としていることがとりわけ注目さ
れるが、この点を含めて、ブランドの送り手と受け手とのコ
ミュニケーション関係のあり方に変化がおき、ブランド関係に
も変化が生まれていることを強調するものであるところに、
シュルツらの主張の大きな特徴がある。かれらは、こうした消
費者主導的な関係をインバンド・コミュニケーションとよんで
いるが、こうした傾向がはっきりみられるようになったのは、概
ね１９９０年代以降で、インターネットなどの普及による情報化
社会の質的変革によっておきたものである、という。
　シュルツらは、それまでの考え方を「伝統的なメディアに
焦点をおいた販売者発信的なブランド・コミュニケーション・ア
プローチ」（	
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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）とよぶ一方、現代の、かれらが推奨するブ
ランド理論を「（商品の提供者と消費者との）全体的もしくは統合
的なブランド・コミュニケーション・モデル」（	
	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	
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	）と名づけている（２１２６）。
　シュルツらのブランド理論の基本は、ブランドは、商品提供
者が消費者に提供品のことを伝えようとするものであり、その
根本はブランド・コミュニケーションにあるとするところにある。
その場合、提供品についてのメッセージ（コンテンツ）、
メッセージを伝えるもの（伝達手段：）、消費者、ブランド
との４者が不可欠の要素としてあり、そしてコンテンツ・伝達
手段・消費者の３者を結びつけるものがブランド（コミュニケー
ション）であると位置づけられるものである（２４２５）。
　その際、ブランドは、単なる製品名やロゴ等で示されるも
のではなくて、「消費者が当該商品を頭脳に描いたり、購入し
たり、実際に使用・消費したりする際に消費者が経験する知
覚（	）、連想（）および属性（	）の全
体（	
）をいうもの」と規定されている（１０）。この
点を含めて、シュルツらの所論ではいくつかの点において旧
来理論と発想が異なるところがある。
　第１に、ブランドの価値の根源を明確に消費者側にあると
している点である。ちなみに、ブランド理論ではかねてから
ブランドの意義について、それが、ロゴ等の有形物にありと
するものと、その物の土台にある価値等にありとするものとが
あり、前者はスモール“”ブランド概念、後者はビッグ“”
ブランド概念として区別されてきたが、その場合、後者では、
当該ブランド商品の提供者（生産者等）においてブランドに込
められたビジョンや価値等をいう場合が多かった。しかし、
シュルツらではブランド価値でも、その基礎は商品の使用者
消費者側の価値観にありとするものであって、この点でま
ず、通常のブランド理論とは異なる根本的相違点がある。
　第２に、当該ブランド商品を他の商品から区別するものを
 
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どの範囲のものと考えるかという点で違いがある。これは、
ブランド理論では一般に付加的価値（）といわれる
問題で、ブランドの本体はどこにあるかという問題に直接関
連するものである。この場合、ブランドの本体をなす付加的
価値には、当該商品の物的本体部分（ジェネリック部分）につ
いてのそれを含むものであるかどうかが問題点の１つであっ
た。この点についてのシュルツらの主張は、ブランドの本体
はジェネリックな部分の違いも入れて考えるべきとするもの
で、端的には、「ブランドとは生産物＋パッケージ＋付加的価
値」と規定することをよしとする立場をとるものである（１０）。
　この点に関連しては、例えば、「ブランドとは究極的には名
声（	
）である」という見解がある（例えば４詳しくは参照
文献）。これに対して、シュルツらは、「ブランドと名声とは異
なるものである」とわざわざ付言している。その理由は、シュ
ルツらによると、ブランドは権利（例えば商標権や暖簾）として所
有したり売買できるが、名声はそれができない。また、ブラン
ドは、後述のように、当該商品生産者が約束しているもので
あるが、名声はそうしたものではない。名声はなくても、ブラ
ンドはブランドとして存立しうるものである、という。
　これに関連して、では、シュルツらはブランドの実体、すな
わちブランド・エクイティとはどのようなものとして理解してい
るのか。かれらによると、ブランド・エクイティは次の４者のも
のから成る（１３）。
　　ブランド表現物（	
		）：ブランドを表している
企業名やロゴ等のことで、ブランドを実際に表現しているも
のをいう。こうしたものは、少なくともブランドの本質を示した
ものではないという見解が多いが、しかし、これらはブランド
をとにかく表したものである。ブランド表現物の意義は否定し
がたいという見解であるが、批判的見解があることも考慮し
てか、シュルツらは、ブランド表現物はブランド設定後には、
以下の３者とくらべて重要性は低くなることが多いとしてい
る。
　　ブランド・アイデンティティとブランド・イメー ジ（
	）：これは実際的には、当該ブランドについて連想さ
れる価値（）、属性（	）、資質（）、パーソナリ
ティ（	

）などをいうものであるが、アイデンティティは
ブランド送り手（生産者等）側で考えられているものであり、イ
メー ジは受け手（消費者）側で考えられているものである。前
述のように、この両者の統合がブランドの果たすべき大きな課
題となる。
　　ブランド・コミットメント（）：ブランド受け手側
の消費者がどれほどブランド忠誠心的行動をするかの程度
をいい、通常、ブランド忠誠心（）といわれるものである。
　　知覚された品質（	
）：シュルツらの場合、
ブランドは当該商品の実体面の良さも含むものであるから、
そうしたブランド商品そのものの品質の良さがブランド・エク
イティの大きな要素となる。
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　ブランドのブランドたるゆえんは、シュルツらの場合、何より
も消費者により認識され知覚される、他の同種商品にはない
価値部分にある。しかしそれは、シュルツらの場合において
も、当該商品の生産者等から提供されるものであることが前
提になっている。シュルツらはこれを生産者等による約束
（	
）であると規定し、こうした生産者等が提
供した（約束した）価値と、消費者が受け取る価値（従ってそ
れに）相当した支払代金とが一致する（させる）ところにブラン
ドの役割・意義があるとする。
　この点、すなわち、ブランドでは生産者側の提供する価値
と消費者側の受け取る価値とが一致するところにその意義が
あるとする点は、シュルツらブランド理論の核心的命題をなす
ものであり、かれらはこれを相互性（	）の原則（ある
いはモデル）とよび、相互的均衡関係（	）と表現して
いる（１５１７）。そしてこの点の意義について次のように説
明している。
　生産者と消費者との関係は、以前は、前者による後者に対
する支配（	）の関係などとして考えられ、ブランドは
消費者に対する支配・操縦の道具とみなされてきた。少なくと
も、そのように考えられてきた。しかし今日では、そのような
考え方は全く妥当しない。それに代わって今や必要とされて
いるのは、生産者と消費者とが対等の地位にあり、消費者は
生産者の言いなりになるものではないし、情報技術の進歩・
発展により、後述のように、そうしたことができる方法・手段も
有するようになっている、という認識である。
　ちなみに、こうした均衡の考えは、アダムズ（	
	）の
公平理論や、バーナ ドー（	
	）の組織均衡論に通じる
ものであり、シュルツらの所説は、端的には、「ブランド均衡
論」といっていいものである。ブランドを何よりもコミュニケー
ションとする考え方も、バーナ ドー理論に通じる。バーナ ドー
は周知のように組織の３要素として「共通目的」「協働意欲」
「コミュニケーション」を挙げている。もとよりバーナ ドーは統一
的な組織体を前提にしているが、シュルツらのブランド理論
はそのようなものではない。バーナ ドー理論がブランド理論
にもどのように適用されうるものかどうかは１つの問題である。
　この点は後日の課題とし、シュルツらの所説に戻ると、生
産者側と消費者側との対等・均等、消費者はもはや生産者の
言いなりになるものではないことは、まず、ブランドの中核を
成すコミュニケーションの変化に現われている。ブランド・コ
ミュニケーションでは、旧来は生産者側からの一方通行的コ
ミュニケーション、すなわちプッシュ・コミュニケーションが全
面的なものであったが、現在では、それにいわば対抗する消
費者側からのプル・コミュニケーションが可能になり盛んになり
つつあって、生産者側のブランド・コミュニケーションでもこの
ことを充分考慮して、旧来の方法を変えなくてはならない時
代になっている、とシュルツらは力説する（２２３２１３３４）。
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　かれらによれば、生産者側からの消費者側に対するコミュ
ニケーション、例えば宣伝・広告といったものは、これまでは
多くが、（	
	
	）の原則に従ったも
のであった。販売者側は、例えば商品名を種 な々形で繰り返
し宣伝して、消費者の注意・注目（）を惹き、関心（
）を起こさせ、欲しいという欲望（）をもたせ、買うと
いう行動（）をおこさせるものであった。
　これは１９６０年代ラヴィッジ（	
）／ステイナ （ー
）らによって「宣伝の積み重ね効果」（	
	）
の理論として定式化されるにいたっているが（	
	２０）、
これらは要するに、繰り返し宣伝することによってブランド知
識が増え、強くなって、宣伝効果が高まることをいうもので、
一言でいえば、同一事実の繰り返し的発信によって効果は生
まれるという考え方（	

）にたつものである。ブラ
ンド・コミュニケーションはそうした角度から行われ、メディア
の利用もそうであり、メディア側の対応もそうしたものであっ
た。
　しかし、１９９０年代以降、インターネット等の普及によりこうし
たプッシュ的コミュニケーション方法は、有効性が弱くなり、消
費者側主導的なプル的コミュニケーションが勢いを増しつつ
ある。旧来のようなメディアやマーケティング組織による情報
独占は崩壊しつつある。ラヴィッジ／ステイナーの前記「宣
伝の積み重ね効果」論に対しても、シュルツらは「それは単
なる概念的モデルであって、実際市場で立証されたことは一
度もない」と評している（２０）。
　シュルツらによれば、インターネットなどのような旧来メディ
アの代替物の登場は、ブランド・コミュニケーションについて
も、旧来のような独占性を打破するものである。こうした動向
をシュルツらは、前述のように、消費者を含めた「全体的もし
くは統合的なブランド・コミュニケーション」とよんでいるが、こ
うした時代においては、ブランド・コミュニケーションの命運を
決めるものは、生産者側でどれほど多くのメッセージを発信
することができるかにあるのではなく、消費者側においてどれ
ほど多くのメッセ－ジを受け取り受容できるかにあると論じて
いる（２２）。このことは、生産者側のブランド活動において
も、情報などのアウトプットを重視するよりも、それによって
入ってくる成果・結果を重視すべきことをいうものである。
　シュルツらの所説は、これまでのＤＡアーカーやケラ らー
の顧客基盤ブランド・エクイティ論に反対というものではない。
それを補足し、拡大して、ある意味で真の顧客基盤ブラン
ド・エクイティ論を作り上げることを目標にしたものであるが
（３２０３２１）、ＤＡアーカーやケラーでは顧客の、端的には
心理のとらえ方が不充分であったとするところに積極的な主
張がある。
　シュルツらはこの点に関して、旧来のブランド理論では、
結局、消費者はブランドの形で送られてくるメッセージに対し
て充分な注意を払うものである、ということが多かれ少なかれ
前提になってきたが、このことは、少なくとも今日では、以前
のようには妥当しない。「こうした充分な注意を払うことは、も
はや通常のこと（）ではない」。消費者の関心はかなり取
捨選択的（	）で、一般的にはブランド送信に対し弱
い関心しかもたないものと考えるのが正しい、というのである
（７）。
　このうえにたって、ザルトマン（	
）に依拠して、ブ
ランドについて受ける消費者の印象は、多くが無意識のレベ
ルにあるものとしている。ザルトマンによると、人間の知覚の
９５％は認知以下のレベルのもの（	
）、すなわち
心の影の部分にあるもので、はっきり意識されているものは
５％ほどに過ぎないという。さらにかれによれば、人間の判
断は直接的知覚に基づきなされるものよりも、なんらかの形で
作られている信念（）、もしくは意識下のものとの結合に
基づきなされるものの方がはるかに多い（	
	７８）。
　これらの主張からすると、例えばケラーが展開している消
費者におけるブランド受容活動、そしてブランド認知を主要
な柱とするブランド知識等は、意識的な形では行われないこ
とが多いものとなり、理論的概念的規定は別にして、実際的
にはどれほどの意味があるものか、疑問というものにもなりか
ねない。
　こうしたプッシュ・コミュニケーションに代わって、シュルツら
は、消費者側主導的なプル・コミュニケーションが重要性をも
ちつつあるとして、その解明に努めている。それは要する
に、消費者の主体的な活動過程を明らかにすることであり、
人間行動の出発点になる動機の解明から始まるものである。
そこで、マズローの有名な欲求５階層説や、マドック（
	）／フルトン（	

）の欲求１１階層説（		
８８）などが参照題材とされ、人間の購買行為、従って購買
目的となるものには、人間の最低の生存欲求を満たすものか
ら、自己実現的欲求を満たすものまであることが論じられる。
　例えば、高級ブランド品をもつことは、通常のブランド理論
では自己満足的イメー ジを満たすものという観点で分析され
ることが多いが、シュルツらでは、それからさらに進んで、そ
うした行為が自己実現上、あるいは社会関係的（自己尊厳
的）欲求上どのような意味をもつものかという観点で論じられ
る。
　シュルツらの「全体的もしくは統合的なブランド・コミュニ
ケーション論」、私見によれば「ブランド均衡論」とよぶべきも
のの概要は以上である。かれらは最後にも、生産者たちは
旧来の一方的なプッシュ・コミュニケーションの考えに従い、
ブランド・コミュニケーションというと、まずテレビ放送をどうす
るかといったことしか考えず、消費者の主体的な動きなどは
全く念頭にない者が多いが、それは時代遅れである。今日
のすべてのマーケティング・コミュニケーションの最大の課題
は、こうした考え方を再教育するところ（	
）にある、と
結んでいる（３４２）。
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　本稿で論じたフールニールの「ブランド・リレーションシッ
プ一般論」とアーカ らーの「ブランド・リレーションシップ２
大類型論」とは根本的同質性がある。それらにくらべると、
シュルツらの「全体的もしくは統合的なブランド・コミュニケー
ション論」は、論議のレベルが異なるものである。最初の２
者は、シュルツらの主張に即していえば、結局プッシュ・コ
ミュニケーションの立場にたっているが、シュルツらはプル・コ
ミュニケーションの立場にたっている。こうした意味で最初の
２者を古典的ブランド・リレーションシップ論というならば、
シュルツらのそれは現代的ブランド・リレーションシップ論とい
うことができる。最初の２者の間はいわば量的発展である
が、シュルツらのそれには質的な発展がある。
　もとより、シュルツらのプル・コミュニケーションを中心にした
考え方については、それが、今後実際にどれほどの有効性
をもつものかは、現時点ではまだ確定的なことをいうことがで
きない。しかし、現在におけるツイッターなどの情報技術の進
展状況や発展方向等をみると、旧来的なマスコミュニケー
ションのあり方を含めて、メディアのあり方にはかなりの変化
が、なかには根本的変化がおきるかも知れないことは充分考
えられる。
　現代の社会は、全般的にみれば、何よりも人・物・情報の移
動性が高まっているモビリティー 社会と位置づけられるが（参
照文献第１０章）、シュルツらの見解によれば、そうしたモビリ
ティー の進展によって、単に情報の移動性が高まるだけでは
なく、情報の発信者、発信方向にも変化が生まれる。本稿の
テーマからいえば、ブランド関係、マーケティング関係でも消
費者が情報の能動的な発信先になるという、シュルツらの見
解は、現代社会のとらえ方のうえにおいても聞くべきところが
実に大きい。現代社会は、単なるモビリティー 社会ではなく
て、モビリティー の主導者の変化、主客変化を含んだものと
いう観点が必要とされている。終わりにあたり、この点を特に
指摘しておきたい。
　ただし、本稿の課題のうちで、現在におけるブランド・リ
レーションシップ論の枠組みについては、２００９年マッキンニ
ス（	
）／パーク（	）／プリー スタ （ー
）が提示しているものが、オーソドックスなもの、基本的な
ものとして出発点におかれるべきものと思われる（図表１）。
最後にこれを紹介しておきたい。これでみると、ブランド・リ
レーションシップは、直ちに当該ブランド商品購入などの行動
上の効果を生む場合と、心理的効果を高めることによって行
動上の効果をもたらす場合との２方法がある。この点などは
通説的見解にたつものである。

ブランド分野におけるリレーションシップの一般的規定について、
フールニールは２００９年に別稿を発表しているが、そこでは、以上で
述べた１９８９年論考とは規定や表現等が少し変えられている。２００９
年論考では基本的性格は３者であるとされ、それは、リレーショ
ンシップの目的性、リレーションシップの多様性、リレーショ
ンシップのダイナミック性とされている。１９９８年論考にあるパー
トナー関係は、リレーションシップの当然の前提というとらえ方に
なっている（５２２）。
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図表１：ブランド・リレーションシップの枠組み
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・タイプの違い（友人的、習慣的、地域社会的）
・情緒的
・規範的
・次元的違いのあるもの
・進化程度で違いのあるもの
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・態度（ブランド・リレーショ
ンシッブ誘意性、力、固執
性、抵抗性）
・満足感
・愛着性（度合と形）
・愛情
・コミットメント
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・購入
・繰り返し購入（ブランド忠誠
心、ブランド品購入の習慣)
・ブランド寛容性
・積極的口コミ
・ブランド共同体参加
・同系列ブランドの受け入れ
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